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消防本部 

 

(1) 常備消防 

ア  火災状況 

 

令和6年中の原因別発生状況については、火入れが5件、その他が3件、焼却炉、不明が各2件、

たばこ、ストーブ、取灰、放火、放火の疑いが各1件となっています。 

                   年 別 

   区 分 
令和 5年 令和 6年 前年比 

出 火 件 数 

（ 件 ） 

建 物 火 災 9 7 △2 

林 野 火 災 1  △1 

車 両 火 災 3 3  

そ  の  他 14 7 △7 

合     計 27 17 △10 

焼 損 棟 数 

（ 棟 ） 

全     焼 2 3 1 

半     焼 1 1  

部  分  焼 3 3  

ぼ     や 8 5 △3 

合     計 14 12 △2 

焼 損 面 積 

建物 

（ ㎡ ） 

床面積 669 235 △434 

表面積 1 
 

△1 

林 野 （ a ） 1           △1 

人 的 被 害 

（ 人 ） 

死     者 1  
 

△1 

負  傷  者 
 

1 1 

り 災 世 帯 

（ 世 帯 ） 

全     損 1 2 1 

半     損    

小     損 6 5 △1 

り   災   人   員   （ 人 ） 15 16 1 

損  害  額 

（ 千 円 ） 

建 物 損 害 46,162 38,249 △7,913 

林 野 損 害  
 

 

車 両 損 害 24 61  37 

その他の損害 192 21 △171 

爆 発 損 害  
 

 

合     計 46,378  38,331  △8,047 

1 日 平 均 損 害 額        （   千  円   ） 127 105 △22 

市民 1人当たりの損害額         （   円   ） 637 532 △105 

火災 1件当たりの損害額     （   千  円   ） 1,718 2,255 537 

建物火災 1件当たりの焼損床面積     （ ㎡ ） 74 34 △40 

出    火    率        （  件  ／  万  人 ） 3.7 2.4 △1.3 



消防本部 142 
 

イ  救急状況 

 

令和6年中の搬送人員における入院加療を必要としない軽症者が、全体の54.4％を占めていま

す。また、搬送者の内、65歳以上の高齢者が70.8％を占めています。 

令和6年中の医療機関等への収容先については、城陽市内43.9％、久御山町内26.7％、宇治市内 

17.4％、京田辺市内9.0％、その他の京都府内2.8％、他府県0.2％となっています。 

 

 

 

                   年 別 

   区 分 
令和 5年 令和 6年 前年比 

事 故 種 別 

（ 件 ） 

火     災 1 1 
 

自 然 災 害 1          
 

△1 

水     難 
 

3 3 

交 通 事 故 271 255 △16 

労 働 災 害 50 42 △8 

運 動 競 技 33 23 △10 

一 般 負 傷 721 704 △17 

加     害 4 10 6 

自 損 行 為 29 28 △1 

急     病 3,093 3,185 92 

そ

の

他 

転    院 132 128 △4 

医 師 搬 送    

資機材等搬送  1 1 

そ  の  他 61 67 6 

救急出動件数 合     計 4,396 4,447 51 

  不  搬  送  件  数 （ 件 ） 345 308 △37 

傷 病 程 度 別 

（ 人 ） 

死     亡 43 69 26 

重     症 142 96 △46 

  中  等  症 1,465 1,732 267 

  軽     症 2,419 2,267 △152 

そ  の  他       

搬  送  先 

（搬送人員） 

城 陽 市 内 1,839  1,827   △12 

宇治市・京田辺市・久御山町内 2,107 2,210 103 

その他の京都府内 115 116 1 

他  府  県 8 11 3 

  搬 送 人 員 合     計 4,069 4,164 95 

1 日 平 均 出 動 件 数 （ 件 ） 12.0 12.2 0.2 

 1 日 最 多 出 動 件 数 （ 件 ） 27 23 △4 
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ウ  救助状況 

                  

    年別件数 

        及び 

           人員 

  

   

 区 分 

令 和 5 年 令 和 6 年 前 年 比 

出
動
件
数 

活
動
件
数 

救
助
人
員 

出
動
件
数 

活
動
件
数 

救
助
人
員 

出
動
件
数 

活
動
件
数 

救
助
人
員 

事 
 

故 
 

種 
 

別 

火      災 1 1 1    △1 △1 △1 

交 通 事 故 9 5 5 9 7 8  2 3 

水 難 事 故    4 4 4 4 4 4 

風水害等自然災害          

機械による事故    1   1   

建物等による事故 29 27 19 30 29 19 1 2  

ガス及び酸欠事故 2 2  1   △1 △2  

破 裂 事 故          

そ の 他 の 事 故 21 10 6 25 5  4 △5 △6 

合        計 62 45 31 70 45 31 8   

 

令和6年中の救助人員と傷病程度を事故種別ごとにみると、交通事故では8人を救助し、死

亡が1人、中等症が5人、軽症が2人、水難事故では4人を救助し、重症が1人、不搬送が3人、

建物等による事故では19人を救助し、死亡、重症が各1人、中等症が11人、軽症が6人となっ

ています。 

エ  消防広報 

  令和6年中の消防広報では、市民の防火意識の高揚を図るため、季節に応じた火災予防広報

を実施するとともに、自治会に対しては、消火器取扱訓練及び防火指導の実施、事業所に対

しては、消火訓練や避難訓練等の実施指導を行い、災害時に対する消火技術の向上と火災予

防の普及に努めました。 

  また、設置が義務付けられている住宅用火災警報器について、自治会消火訓練、戸別訪問

等を通して設置の必要性及び適正な維持管理について説明を行い、さらなる設置及び維持管

理啓発に努めました。 

   ［防火指導、広報等の件数］                             

自治会消火訓練・防火講演等（参加者数） 16回（1,726人） 

事業所等消火避難訓練・防火講演等（参加者数） 139回（6,627人） 

消火活動の妨げとなる車両の調査回数（指導件数） 72回（  0件） 

消防署の見学（参加者数） 33回（1,036人） 

車両による市内巡回広報 51回            
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オ  一般家庭、事業所等の防火指導 

  令和6年中の防火指導等においては、火災予防の徹底及び高齢者等を火災から守るため、高

齢者世帯向け防火チラシの配布、一般家庭への防火チラシの配布及び事業所等の立入検査を

実施しました。 

 ［一般家庭、事業所等の立入検査等の件数］                 

一般家庭の防火チラシ配布 8,527件 

高齢者世帯向け防火チラシの配布 950件 

防火管理者の選任を必要とする対象物の立入検査 219件 

1 号対象物の立入検査 460件 

2 号対象物の立入検査 64件 

危険物施設の立入検査 112件 

 

カ  自主防災の育成 

  城陽市防火危険物安全協会、ＬＰガス城陽市域防災連絡協議会、城陽少年消防クラブ、城

陽市女性防火クラブ及び城陽市幼年消防クラブに対し、各組織に見合った防火啓発及び消火

訓練等を指導し、自主防災の育成に努めました。 

キ  令和6年中の危険物施設、建築物及び消防用設備等、法及び条例に定める設備等の指導 

 ［危険物施設処理件数］               

許可（変更含む） 3件 

完成検査（変更検査含む） 3件 

仮使用・仮貯蔵 8件 

届出 87件 

  [建築及び消防用設備等処理件数]                               

建築確認同意の受付審査 99件 

工事整備対象設備等着工届の受付 43件 

消防用設備等設置届の受付 93件 

消防用設備等の完成検査 57件 

［法及び条例に定める設備等届出処理件数］                              

法による届出 

（ＬＰガス、圧縮アセチレンガス、消防用設備等点検結果報告他） 
611件 

条例による届出 

（少量危険物、ボイラー、炉・かまど他） 
43件 
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(2) 非常備消防 

ア  警備力の強化 

春・秋の火災予防運動、年末警戒等においての巡回広報及び防火パトロール等に取り組

み、火災発生防止及び地域住民に対する火災予防の啓発活動に努めました。 

イ  教養訓練 

      新入団員・幹部団員への教養訓練により、知識・技能の習得に努めるとともに、令和6年度

城陽市消防団訓練大会（第27回城陽市消防操法大会）を実施し、消防技術の向上に努めまし

た。 

また、災害出動に備え、器具庫点検、消防機械器具の取扱い等、現場活動技術の向上に努

めました。 

 

(3) 消防施設 

ア 消防車両購入 

  本署指令1号車及び救急啓発車を更新し、消防力の充実に努めました。 

イ 消防水利の充実 

消防水利の充実を図るため、市ノ久保第4幼児公園への耐震性防火水槽（1基）設置に向け

た、地質調査及び測量を実施しました。 

ウ 高機能消防指令センター整備事業 

   高機能消防指令センターを部分的に更新し、適切な119番通報の受信や出動指令等の安定的

な運用維持に努めました。 

エ 実務研修・資格取得 

災害現場で活用する各種特殊技能の資格取得、救急救命士資格取得研修、救急救命士の気

管挿管認定のための病院実習、救急救命士の再教育のための病院研修を行い、知識・技能の

向上に努めました。 

オ 救急体制の整備 

   救命率向上を目的とし、119番通報から、救急車が現場に到着するまでの空白時間を埋める

ため、市民、各種団体等を対象に普通救命講習を34回計522人、上級救命講習を1回計20人、

その他の応急手当講習を69回計3,013人に行い、ＡＥＤの使用方法を含めた応急手当の普及に

努めました。 

 

(4) 水防対策 

木津川流域における水防資機材の整備と水防体制の確立を図るため、淀川・木津川水防事務

組合に負担金を支出するとともに、同組合主催の水防訓練に消防職員・消防団員が参加し、水

防工法技術の向上と水防関係機関相互の協力体制の強化に努めました。 
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(5) 災害対策 

気象庁及び京都府防災情報システム等を活用し、台風、降雨等の気象状況を把握するなど、

防災事前体制の充実に努めました。 
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明

託料 49,500円

　

 保守委託料

　

19,943,000

　

円

 発信地

　

表示システム利用料 1

部

　

,334,915円

細

 救急活動に係  旅費 50,180円

 る経費  消耗品費 2,524,985円

  研修受講料 59,947円

 

 修繕料 132,00

通

0円

 携帯

　

信

電話使用料 96,74

指

7円

 手数

令

料 45,350円

に

 　研修手数料

係

40,400円

 

 　検査手数料 4

消

,950円

耗

 賠償責任保険料 39

品

,900円

費

 委託料 1,627,

1

2

450円

 

3

　機器保守点検委託料

4

909,700円

,

 　医療廃棄物

6

処理委託料 57,75

2

0円

 　病

0

院実習委託料 660,

円

000円

 機器賃借料 316,602円

 近

5

畿救急医学研究会負担金 5,000円

 京都救命指示セ

 

ンター運営負担金 1,

る

413,347円

経

 山城北ＭＣ協

費

議会負担金 66,70

 

0円

 救急

修

救命士研修負担金 1,

繕

742,000円

料

 救急救命士病

5

院研修負担金 520,

1

000円

 

1

公課費 9,000円

,

 警防活動

5

に係  旅費 109,3

0

60円

 る

0

経費  消耗品費 3,6

円

58,919円

  燃料費 1,1

0

09円

 食糧費 55,688円

 修繕料 97,900円

 

 通信運搬費 6,40

 

0円

 手数

通

料 1,191,700

信

円

 　研修

運

受講手数料 167,9

搬

50円

 　

費

検査手数料 1,017

2

,590円

,

 　消火器詰替手数料

7

6,160円

5

 有料道路通行料 5

3

1,760円

,

 備品購入費 7,3

2

87,050円

8

 消防職員研修負

8

担金 1,726,00



消防

 防火水槽の設  防火水槽設置事業 3,039,300円

 置に係る経費  　【別表5】のとおり

 消防車

目

両の購  消防車両購入

決

事業 6,690,00

　

0円

 入に

算

係る経費  　【別表6

本

　

】のとおり

額

  救急啓発車購入費

説

2,733,000円

　

 消防指

明

令セン  消防指令セン

明

ター共同運用整備事業

　

21,476,561

　

円

 ターの

　

共同運  　【別表7】

　

のとおり

 

部

　

用に係る経費  

細

 消防通信指令  消防通信指令システム整備事業 143,000,000円

 システムの整  　【別表8】のとおり

 備に係る

 

経費  

4

自

.水防費 2,373,

　

動

415円 水防事務に

体

係  旅費 2,000円

外

 る経費  

式

需用費 48,858円

除

  淀川・

 

木津川水防事務組合負

機

担金 2,220,00

器

0円

5.

賃

災害対策費 104,4

借

61円 災害対策事務

1

料

 需用費 68,112

4

円

(30,

5

051,364円) 

9

に係る経費  通信運搬

,

費 36,349円

360円

5

 細動器のコン  

 ビニ

1

設置に係  

 る経費  



【別表1】消防手数料内訳

【別表2】消防団員数

（消防本部）　別表

女性

団 長 1 1

副 団 長 2 2

分 団 長 1 1 1 1 1 1 6

副 分 団 長 1 1 1 1 1 1 6

部 長 1 4 3 4 4 5 5 26

班 長 2 5 3 4 4 5 8 31

団 員 7 28 19 33 27 38 51 203

合 計 3 10 39 27 43 37 50 66 275

　　　分団

 階級

合

計

（令和7年3月末現在　単位：人）

※定員275人

久

津

川

久

世

寺

田

今

池

富

野

荘

青

谷

団

本

部

（単位：円）

      　　　区分
　種別

設置許可申請 変更許可申請
完成検査

（変更検査含）
仮使用
仮取扱

合計

26,000 5,400 31,400

(1) (1) (2)

13,000 6,500 5,400 24,900

(1) (1) (1) (3)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

52,000 13,000 10,800 75,800

(2) (1) (2) (5)

9,750 9,750

(1) (1)

37,800 37,800

(7) (7)

0 91,000 29,250 59,400 179,650

(0) (4) (3) (11) (18)

（　）は申請件数を示しています。

合計

その他

製造所

屋内貯蔵所

移動タンク貯蔵所

地下タンク貯蔵所

給油取扱所

一般取扱所

屋外タンク貯蔵所
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（消防本部）　別表

【別表3】退職報償金内訳

【別表4】消防施設等配置状況

勤務年数 階級 人数 支給額

30年以上 分 団 長 2 1,698,000円

30年以上 副分団長 1 809,000円

30年以上 団 員 1 689,000円

25年以上30年未満 部 長 1 564,000円

20年以上25年未満 分 団 長 2 1,026,000円

20年以上25年未満 副分団長 1 478,000円

20年以上25年未満 部 長 2 876,000円

20年以上25年未満 班 長 1 438,000円

10年以上15年未満 部 長 1 283,000円

10年以上15年未満 班 長 1 283,000円

10年以上15年未満 団 員 1 264,000円

 5年以上10年未満 班 長 1 204,000円

 5年以上10年未満 団 員 1 200,000円

16 7,812,000円合計

1 1 3 1 1 1 2 2 1 3 2 1 30

1 1 1 1 8

1 1 1 1 1 1 9

1

1 4 5

1 2 3

1 3 4

1 3 4

1 4 5

1 5 5

1 2 5 2 1 1 4 6 4 1 3 4 22 26 1 47

（令和7年3月末現在　単位：台、箇所）

軽
査
察
車

資
機
材
搬
送
車

小
型
動
力
ポ
ン
プ
付
積
載
車

そ
の
他
の
車
両

は
し
ご
付
消
防
自
動
車

救
急
車

救
助
工
作
車

指
令
車

消
防
ポ
ン
プ
自
動
車

水
槽
付
消
防
ポ
ン
プ
自
動
車

指
揮
車

無
線
機
 
移
動
局

無
線
機
 
基
地
局

消
防
団
器
具
庫

小
型
動
力
ポ
ン
プ

バ
イ
ク

配
置
場
所

本 部 ( 署 )

久 津 川 消 防 分 署

青 谷 消 防 分 署

区
分

久 津 川 分 団

合 計

富 野 荘 分 団

今 池 分 団

寺 田 分 団

久 世 分 団

青 谷 分 団

団 本 部
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（消防本部）　別表

【別表5】防火水槽設置事業

【別表6】消防車両購入事業

【別表7】消防指令センター共同運用整備事業

【別表8】消防通信指令システム整備事業

（単位：円）

国府支出金 地方債 その他

委託料 3,039,300 0 3,000,000 0 39,300
市ノ久保第4幼児公園の
測量及び地質調査

項目 事業費
特定財源

一般財源 内容等

（単位：円）

国府支出金 地方債 その他

備品購入費 6,690,000 0 6,500,000 0 190,000
本署指令1号車1台の購入
費

項目 事業費
特定財源

一般財源 内容等

（単位：円）

国府支出金 地方債 その他

負担金、補
助及び交付
金

21,476,561 0 21,400,000 0 76,561
消防指令センター共同運
用に係る負担金

項目 事業費
特定財源

一般財源 内容等

（単位：円）

国府支出金 地方債 その他

委託料 143,000,000 0 143,000,000 0 0
消防通信指令システム部
分更新に係る業務委託料

項目 事業費
特定財源

一般財源 内容等
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